第2章　日本
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2005年の日本の実質GDPは比較的急速な成長を続け，2005年第1～3四半期で2.8％増大した（Japan, Cabinet Office, Economic and Social Research Institute，various years a）。表2.1では年間のGDP成長率を2.5％と仮定しているが，これは第4四半期に1.7％と大きく減速したことに起因している。しかし，この値は表1.2で報告された予測値よりもまだ高い水準にある。比較的高い経済成長が2年持続しているが，2005年1～11月期で消費者物価指数は0.3％落ち込み，依然としてデフレが続いている。GDPデフレータは2005年第1～3四半期で1.7％低下しており，年間では1.5％低下すると予想される（表2.2）。2006年の予測では，消費者物価指数は1998年以来初めて上昇するとされているが，それでも依然として非常に低い水準にある。GDP成長率は再び2％以下の低成長に逆戻りすると予測されている。これらの予測は2004～05年の間で日本経済が抱える根本的で長期的な問題に対して，政策的な取り組みがほとんど行われなかったことを反映している。その中でも深刻なものとして，①巨額で増加一途の政府債務の負担②急速な高齢化社会の進行③高い失業率による労働市場の低迷が挙げられる。これらの影響が顕著に現れているのは民間最終消費であり，2002年以降，実質GDPに対するシェアは年々低下している。また，労働市場の構造変化は企業の構造調整に欠かせない要因であり，国内の不良債権の返済にも関係している。

近年，民間設備投資は一時の低迷から転じて増加しており，2004年で実質GDPの18％，2005年第1～3四半期で19％を占めている（表2.1）。2005年の株価は，個人投資家の信用の回復を反映して40％も上昇しており，国内外の資産投資家の果たす役割が大きい（表2.2）。個人投資家の信用の回復は外需の拡大に繋がり，2004年，2005年1～11月期の実質GDPに占める純輸出（財貨・サービスの輸出額から輸入額を引いたもの）のシェアは，2.5～2.6％を占めるまでになった。要するに，ここ数年の比較的高い経済成長は，従来と同様，民間設備投資と外需に後押しされたものであり，民間最終消費に因るものではない。しかし，2005年の春頃から2006年にまで及んだ株式関連の騒動は，名声を博した新しいビジネス界のリーダーの経営手腕に疑問を投げかけるだけでなく，東京証券取引所による大量の株取引の処理能力にも課題をつきつけた。このことで，今後の個人投資ブームの持続性は不透明となっている。

2005年8月，小泉首相の郵政民営化法案は衆参両院で否決された。他の政治家からの強烈な批判にもかかわらず，小泉首相は衆議院を解散，総選挙で一から出直すという大胆な行動に出た。小泉首相は自民党内で郵政民営化に反対した議員を公認せず，改革を支持する候補者を新たに擁立した。9月の総選挙で小泉首相とその支持者らは圧勝し，改革を続行するため，当選した議員に前例のない委任を与えた。しかし，郵便貯金システムを民営化すること以外に有意義な改革を実施できるかどうかは不透明な情勢である。例えば，政府は2005年度に新規の債券を発行していないという事実を強調しているが，財政収支は大きく赤字となっており，7年連続でGDPの6％を占め，政府債務は2005年1～11月期でGDPの157％にも及んでいる（表2.2）。適度な支出削減をしているにもかかわらず，小泉政権はいまだに赤字と負債を減らせていない。赤字と負債は明らかに支えきれない水準に達しており，年末にはこれらを減らすための増税案が以前にも増して声高に議論されるようになった。その他の例としては，少子高齢化対策が挙げられる。政府および地方自治体は，1世帯当たりの子供の数を増やす目的で，子育て奨励のインセンティブとして大規模な財政支援を実施しているが，国民は子育て支援に意味を見出しておらず，不調に終わりそうである。また，少子高齢化の1つの有効な解決策である移民の受入（永住であれ一時的であれ）の議論を保留したままである。

このところ，日本銀行は量的緩和政策をとることでデフレの圧力を軽減してきた（表2.2）。それにもかかわらず，マネーサプライの増加を図れず，2002年，2004年，2005年1～11月期の国内信用は収縮した。2005年末に，資金量（日銀当座預金残高）を増やすためにとられている日銀の量的緩和政策の解除をどうするかという議論が再燃した。量的緩和政策によって金利の低位安定は続いているが，家計や企業の金利収入は阻害されている。しかし，デフレ圧力の存在と金融機関の脆弱性を背景に，政府・与党は金利の低位安定の持続を望んでいる。

日本は巨額の政府債務を抱えているが，国際収支では外貨準備高や純資産，経常黒字で非常に強い立場にある（表2.2）。つまり，個人貯蓄額は直接投資額を上回っており，その額は政府支出が歳入を上回るよりもはるかに高い。貿易額は引き続き非常に高く，収益そのものは黒字だが，サービスに関しては若干の赤字を出している。品目別に見ると，機械製品は輸出・輸入の双方で最大のシェアを占めている。2005年は世界的な石油価格の高騰により鉱物性燃料のシェアも大きくなった（表2.3）。日本にとって米国と欧州工業国は依然として最大の輸出市場であるが，中国のシェアも拡大しており，その拡大にも拍車がかかっている（表2.4）。また，輸入面では中国が米国と欧州工業国を抜き，日本にとって最大の輸入相手国になった。

北九州市の輸出入は，しばらく停滞・減少した後，2003～04年に急激な伸びを見せた。2005年1～11月期の伸びは少し下降したが堅調である。その品目を見ると，輸出では機械製品，金属製品，輸入では石油・ガス，機械製品が軸である。同市の輸出入に占める中国のシェアは国内平均よりかなり大きく，輸出では韓国と台湾のシェアに，輸入では韓国とインドネシアに匹敵し（表2.5），アジアと西日本の緊密な関係を反映している。近年，日本の海運業者はアジア（特に中国）関係の物流量の飛躍的増加により大収益をあげている。折しも，昨年ひびきコンテナターミナルが，今年3月には新北九州空港が開港した。北九州市の経済は，実質GDP，人口の伸びともに低調で，国内平均よりも厳しい数字を示しているだけに，新港湾･新空港の活用によって東アジアや環黄海経済圏との取引量が持続的に増加し，経済が活性化していくことが期待される。

日本の国際的な経済関係には経済援助，銀行貸出，多国籍企業の活動といった別の側面もあり，いずれも非常に重要な役割を果たしている（表2.4，表2.6）。東アジアへの経済援助と銀行貸出は1990年代半ばから減少したが，日系多国籍企業の雇用者数は増加を続け，特に製造業で著しい。東アジアにおける現地法人の雇用シェアはかなり大きいが，その売上げは少ない。
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